
「新たな都市づくりに向けた基本方針」（原案）

～ 滝川市都市計画マスタープラン見直しの基本方針 ～

1

滝 川 市（平成２１年２月）

目 次

はじめに 2

１．これからの都市づくりに求められるもの（１）～（４） ３～６

２．コンパクトな都市づくりに向けて ７

３．滝川市の土地利用の現状と課題 ８

４．滝川市の新しい土地利用の方針（案）～基本的な考え方 ９

５．滝川市の新しい土地利用の見直しの方針（案）～６つの種類 １０～１６



2

はじめに

「新たな都市づくりに向けた基本方針」の位置づけ

滝川市では、平成13年に「滝川市都市計画マスタープラン」を策定し、都市づくりを行っ

てきました。

策定後、本市の人口や少子高齢化、大型店の相次ぐ進出など社会経済情勢は大きく変化して

おり、本市の都市づくりは大きな転換期を迎えようとしています。

現行の「都市計画マスタープラン」では概ね10年ごとにその時の社会経済情勢や市民の

ニーズの変化に応じて見直しを図るとされています。

このため、「都市計画マスタープラン」の見直しに先立ち、市民の皆さまに今後の都市づく

りの方向をお示しする本書「新たな都市づくりに向けた基本方針（案）（以下、基本方

針）」を策定します。

「都市計画」の見直しの方針

この基本方針に沿って策定する新「都市計画マスタープラン」は、策定後の社会経済情勢や

市民のニーズの変化に対応できるような弾力性のある計画とします。そのため部分的な改訂

が機動的に行えるよう検討します。

「都市計画の見直し」の工程表

マスタープラン、用途地域等の見直しは以下の工程表の通り進めていく予定です。

平成18年：都市計画基礎調査

平成19～20年：新たな都市づくりに向けた基本方針

平成20～2２年：新「都市計画マスタープラン」策定

平成23年以降：用途地域の見直し

都市計画道路の見直しについては、以下の工程表の通り進めていく予定です。

平成20年：交通量調査・見直し案の作成

平成21年～22年：将来交通網の作成・住民説明

平成23年以降： 都市計画道路の見直し

現行の「都市計画マスタープラン」

新たな都市づくりに向けた基本方針

新 「都市計画マスタープラン」

都市づくりの転換期

即して見直す

H13～H22 H23～H32 H33～H42

現行の都市計画マスタープラン

10年（整備計画） 10年

新「都市計画マスタープラン」

10年（整備計画） 10年

マスタープランの計画期間と見直し時期

＊都市計画マスタープランは20年を計画期間として10年ごとに見直します。

見直し

見直し

現行と新たなマスタープランの関係
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1. これからの都市づくりに求められるもの（１）

人口と世帯数～減る人口・増える世帯

【現状】

人口は、昭和60年から年々減少していて、平成17年で45,562人と20年

間で約6,400人減少しています。この減少数は平均すると年に約300人に

あたります。

世帯数は、ゆるやかに増加しており、平成17年の世帯数は19,314世帯と

なっています。これは20年前と比べて約1,600の増加です。

【課題】

本市の人口は年々減少していきます。

【今後の都市づくりの方向】

これからの都市づくりには人口減少に対応することが必要です。

図 1.1. 滝川市の人口と世帯数の推移（国勢調査から）

将来にわたる人口減少と高齢化社会

【将来予測】

将来の人口を推計すると、将来の出生率と死亡率による自然の人口動態を

予測し、転出や転入といった社会の人口動態については、一定の率で計算

しています。

推計の結果、滝川市の人口は、平成17年と平成42年の25年間に約

12,800人（約28％）減少すると予測されます。

【課題】

平成42年には高齢者（65才以上）2人を大人（生産人口15才～64才）3

人で支えなければなりません。

【今後の都市づくりの方向】

これからの都市づくりには人口減少と高齢化の将来動向をみすえることが

必要です。

図 1.2. 滝川市の将来人口（滝川市による人口推計）
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1. これからの都市づくりに求められるもの（２）

他の市町村との通勤移動～市民の行動範囲は広域

【現状】

滝川市に常住する就業者は20,962人で、他の市町村へ通勤している就

業者は4,496人です。他の市町村から滝川市へ通勤している就業者は

4,014人となっています。

就業者の流動を見ると（滝川市民の通勤先、他の市町村から滝川市への

通勤者居住地）、砂川市、赤平市、新十津川町が中心となっています。

【課題】

通勤の流動を見ると、滝川市民の行動範囲が広域にわたっていることが

推測でき、これらに都市が対応しなくてはなりません。

【今後の都市づくりの方向】

これからの都市づくりには市民の広範囲な生活圏を支える都市間を結ぶ

広域幹線道路の整備が求められます。

図 1.3. 滝川市に居住する就業者の勤務先（平成17年国勢調査）

自動車中心のライフスタイルの広がり

【現状】

人口がピークであった昭和58年から乗用自動車と軽自動車の保有台数が順調

に伸びを示して、現在では、一家に一台時代をむかえようとしています。反

面、市内のバス乗客数が著しく減少しています。これは、市民の間で自動車

を中心としたライフスタイルが広がったことを示しています。

【課題】

バス利用者が急激に減少したことから、路線バスの運行や経営に著しい影響

を与えています。

【今後の都市づくりの方向】

これからの都市づくりは自動車に対応することももちろんですが、高齢化社

会の進展を見据え、高齢者等の交通弱者の足となる路線バスネットワークを

重視することが必要です。

図 1.4. 自動車保有台数とバス利用者（国勢調査）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

S58 H2 H7 H12 H17

0
200
400
600
800
1,000
1,200
1,400
1,600
1,800

乗用自動車 軽自動車

その他（バス・貨物など） バス　市内乗客数

（台） （千人／年）

自動車が急増しバスの乗車人員が減少

0

5,000

10,000

15,000

20,000

S58 H2 H7 H12 H17

0
200
400
600
800
1,000
1,200
1,400
1,600
1,800

乗用自動車 軽自動車

その他（バス・貨物など） バス　市内乗客数

（台） （千人／年）

自動車が急増しバスの乗車人員が減少

図 1.5. 滝川市民の世帯数と１世帯あたりの自動車保有台数（国勢調査）

19,031
19,257

19,892

20,433

21,093

1.06
0.97

1.11

1.51 1.50

18,000

18,500

19,000

19,500

20,000

20,500

21,000

21,500

22,000

S58 H2 H7 H12 H17

（世帯）

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

（台／世帯）

世帯数 １世帯あたりの自動車数（乗用・軽自動車）

車は1人に１台

時代に

19,031
19,257

19,892

20,433

21,093

1.06
0.97

1.11

1.51 1.50

18,000

18,500

19,000

19,500

20,000

20,500

21,000

21,500

22,000

S58 H2 H7 H12 H17

（世帯）

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

（台／世帯）

世帯数 １世帯あたりの自動車数（乗用・軽自動車）

車は1人に１台

時代に

滝川市民が100人以上
通勤している市町村

車は１家に１台
時代に



5

図 1.6. 滝川市の商業施設の分布（滝川市都市計画基礎調査）

都市計画道路の整備状況

【現状】

都市計画決定後３０年以上未着手である路線は市道部分で６路線５．０

７ｋｍであり、未整備延長は全体未整備（市道）の約２０％を占めてお

ります。

【課題】

長期未着手の路線で都市計画法第５３条の建築制限※１を受けている建

築物は５４件、全体の約５２％を占めており、一刻も早い見直しが迫ら

れていると考えられます。

【今後の都市づくりの方向】

これからの都市づくりには既存道路を有効活用しつつ、土地利用と一体

的な道路の見直しと身の丈に合った整備が求められます。

1. これからの都市づくりに求められるもの（３）

店舗の分布～自動車中心の商業ゾーンの形成

【現状】

商業・業務施設のうち、延床面積1,000㎡以上の施設の多くは、国道12

号（バイパス）及び国道38号沿いに分布しています。

【課題】

大型の店舗は自動車利用による消費者を対象にしているので、主要幹線

道路に集中し、住環境に影響を与えています。

【今後の都市づくりの方向】

これからの都市づくりには車での買い物に便利な商業等が立地する地域

と住居地域の区別を明確にし、住まいの環境を守るところを明確にする

ことが必要です。

路線名 当初決定 変更決定 変更の内容 未整備延長（ｍ）

3・2・1中央通 Ｓ26.7.11 Ｓ57.3.4 その他 ７６０

3・4・11一丁目通 Ｓ33.3.26 Ｓ57.3.4 その他 ４８０

3・4・12二丁目通 Ｓ33.3.26 Ｓ48.4.20 起終点の変更 １，７２０

3・4・15西二号通 Ｓ33.3.26 Ｓ57.3.4 起終点の変更 １，０６０

3・4・19東 1号通 Ｓ33.3.26 Ｓ48.4.20 起終点の変更 ８００

3・5・21西一号通 Ｓ33.3.26 Ｓ48.4.20 起終点の変更 ２５０

合計  ５，０７０

表 1.1. 長期にわたり未整備の都市計画道路

※１都市計画法第５３条の建築制限
将来の事業の円滑な施行を確保するために、都市計画として決定された道路等の区域における建
物の階数や構造に関する建築制限を行うものです。
また都市計画決定された施設の区域内で、民有地であっても建築するときは、事前に許可が必要と
なります。
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都市財政の縮減

【現状】

本市の財政状況を見ると、地域経済の低迷による市税の減収と、平成16年

度から続く政府の三位一体改革による地方交付税の減額により、厳しい状

況が続いています。

平成12年度の決算では、本市の収入である歳入が約247億円ありましたが、

平成18年度の決算では、約40億円減少し、約207億円になりました。

【課題】

将来の見通しについて考えますと、政府の地方行政改革や地域経済の状況

などによって異なりますが、人口減少が続くと予想されるため、歳入も減

少すると考えられます。

【今後の都市づくりの方向】

これからの都市づくりには行政コストの縮減に対応することが必要です。

図 1.8. 滝川市の歳入の推移（滝川市決算書）

1. これからの都市づくりに求められるもの（４）
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未利用地～余っている土地は多い

【現状】

現在の滝川市の都市的利用の可能区域（赤枠）は、「滝川市長期開発基本計

画」の10万人都市構想に基づいて設定されています。

仮に用途地域内の未利用地（下図の茶色）に戸建住宅を建てて滝川市の人口

すべてが住むようにしても、まだ未利用地が残るほど広い土地があります。

【課題】

拡散を防止して人口規模に見合った土地利用が求められます。

【今後の都市づくりの方向】

これからの都市づくりには未利用地を活用し市民の利便性を向上させること

が必要です。

図 1.7.滝川市における未利用地の分布（滝川市都市計画基礎調査）
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2．コンパクトな都市づくりに向けて

市街地の拡大抑制を基本（郊外への無計画な分散

を防止）とし、既存都市基盤（道路・下水道な

ど）を有効に活用しながら都市の魅力と活力の向

上を目指します。

様々な機能が、居住機能を中心にまとまりをもっ

て構成した複合機能を進めます。

地域活動や地域生活が営まれる一定のまとまりを

コンパクトタウンと考え、それぞれの地域の特色

を活かした集約化を進めます。

それぞれの地域のコンパクトタウンにおいて、環

境、福祉、教育、土地利用などの政策と、交通・

情報で、より強力なネットワークがされる都市づ

くりを進めます。

都市施設・公共施設・利便施設などにおいても、

コンパクトな都市づくりに向けた政策転換を図り

ます。

自動車交通への過度な依存を抑制するために公共

交通のあり方を見直します。

コンパクトな都市づくりのイメージ

教育

商工

環境

土地
利用

交通

福祉

コンパクトへ
政策転換

発想転換

防災
農業

都心再生・複合機能型
のコンパクトタウン

コンパクト
タウン

コンパクト
タウン

集約化

集約化

■将来ともより良い未来を築けるよう地域性や
優位性を活かした多様な主体が参加・連携して
持続可能なまちづくりを展開します。

交通・情報
ネットワーク強化

集約化

それぞれの地域にあった
機能の集約化

コミュニティ主体
の
地域づくり
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3．滝川市の土地利用の現状と課題

農地を保全する地域の中にも市街化の規制の厳しい地域と市街化の緩やかな地域がありま

す。市街化の規制の厳しい地域では、農業以外の土地利用が見受けられますし、市街化の

規制の緩やかな地域では、農地の保全ではなく無秩序な土地利用によって、市街地がにじ

み出るように拡散が進行しているところがあります。

コンパクトな都市づくりをすすめるためには、こうした市街地の拡散を抑えることが非常

に重要です。

近年のモータリゼーションの進展、ライフスタイルの多様化、広域にサービスする大規模

商業施設の立地により、本市の商業を取り巻く状況は大きく変化しています。特に中心市

街地では空店舗が増え、居住者人口も減少してきた実態にあります。中心市街地は駅やバ

スターミナルがあることや道路の整備も進んでいることや、病院や店舗をはじめとする多

様なサービス施設が立地していることは市民の共有財産であり、その豊かな既存ストック

を活かす活性化が求められます。

江部乙・東滝川は、人口減少に伴い公共公益施設が長期的には維持が困難になることが想

定され、他地域との連携により、生活利便施設や公共公益施設を補完することが必要に

なっています。

滝川市を含む中空知の生活スタイルは、自動車に極めて依存した暮らしとなっており、ま

た、本市の発展は交通利便性を活かしてきた経緯から国道を含む幹線道路の沿線地区の土

地利用は、今後とも、交通の利便性を活かした土地利用を図り、または市民の暮らしを支

える利便施設を集約させることで公共交通の利便性を確保する必要があります。

農地を保全する地域の中にも市街化の規制の厳しい地域と市街化の緩やかな地域がありま

す。市街化の規制の厳しい地域では、農業以外の土地利用が見受けられますし、市街化の

規制の緩やかな地域では、農地の保全ではなく無秩序な土地利用によって、市街地がにじ

み出るように拡散が進行しているところがあります。

コンパクトな都市づくりをすすめるためには、こうした市街地の拡散を抑えることが非常

に重要です。

近年のモータリゼーションの進展、ライフスタイルの多様化、広域にサービスする大規模

商業施設の立地により、本市の商業を取り巻く状況は大きく変化しています。特に中心市

街地では空店舗が増え、居住者人口も減少してきた実態にあります。中心市街地は駅やバ

スターミナルがあることや道路の整備も進んでいることや、病院や店舗をはじめとする多

様なサービス施設が立地していることは市民の共有財産であり、その豊かな既存ストック

を活かす活性化が求められます。

江部乙・東滝川は、人口減少に伴い公共公益施設が長期的には維持が困難になることが想

定され、他地域との連携により、生活利便施設や公共公益施設を補完することが必要に

なっています。

滝川市を含む中空知の生活スタイルは、自動車に極めて依存した暮らしとなっており、ま

た、本市の発展は交通利便性を活かしてきた経緯から国道を含む幹線道路の沿線地区の土

地利用は、今後とも、交通の利便性を活かした土地利用を図り、または市民の暮らしを支

える利便施設を集約させることで公共交通の利便性を確保する必要があります。

現在の滝川市の土地利用のあらまし

自然を保全する地域自然を保全する地域
森や河川など
自然景観を守
るための

３

滝川市の土地利用は３種類（現状）滝川市の土地利用は３種類（現状）

土地利用の課題土地利用の課題

農地を保全する地域農地を保全する地域農業や田園景観
を守るための

2

①市街化の規制が厳しい地域①市街化の規制が厳しい地域 ②市街化の規制が緩やかな地域②市街化の規制が緩やかな地域

市街化に適した地域（用途地域）市街化に適した地域（用途地域）
都市における
暮らしを効率
的に行うため
の

１

●中心市街地●中心市街地 ●江部乙・東滝川●江部乙・東滝川
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4．滝川市の新しい土地利用の方針（案）～基本的な考え方

少子高齢化・人口減少時代を迎えた今、市民の通勤・通学・買い物・通院といった

分野での行動範囲の広がりと多様化、ＩＴ機器の普及などに見られるようなコミュ

ニケーションの多様化などといったライフスタイルの変化から、本市の都市づくり

は大きな転換期を迎えています。

これまでのような人口増加を前提とした右肩上がりの都市づくりから、今後は広い

都市をより少ない人口で支えていかなければならない時代が訪れようとしています。

このため、これからの都市づくりにおいては、市民一人一人にかかる都市経営コス

トをできるだけ抑えるために、市民・行政が知恵を出し合い、ともに協働しながら、

滝川市民の生活満足度を高めていくことが必要です。

広大な北海道のなかにある滝川の地に暮らすことに
誇りを持ち、多様なライフスタイルが実現できる都市
として、生活の満足度を高め、暮らしの質の向上が得
られるまちづくりを進めます。
また、これからの安定・成熟社会の課題に対する対
応力をもち、小規模で機能的かつ効率的で持続可能な
発展ができるよう、市民とともに 都市づくりを進めま
す。

都市経営にかかるコストを抑えて…都市経営にかかるコストを抑えて…

滝川市民の生活満足度を高める！滝川市民の生活満足度を高める！

行政と市民がともに、
知恵を出し合い、協働する

両立！

基本方針の理念

都市づくりが
転換期に！
・土地利用形態の変化
（純化から混在へ）

・都市機能の集約化
・交通体系の変化への対応
・環境対策の重視等

コミュニケーション
の多様化

自動車中心の
ライフスタイル

人口減少時代

市民の行動範囲
の
広がり

少子高齢化

地球環境の悪化



10

5．滝川市の新しい土地利用見直しの方針（案）～６つの種類

土地利用の見直し方針イメージ図

市街化に適した地域（市街地）市街化に適した地域（市街地）
都市における暮らしを
効率的に行うための

１

農地を保全する地域（田園地域）農地を保全する地域（田園地域）
滝川の原点的農村風景
をまもるための

２

農村環境に調和した住環境を保全
する地域（準田園地域）

農村環境に調和した住環境を保全
する地域（準田園地域）

農村景観とともにゆっ
たりと暮らすための

３

土地利用戦略地域
（既存ストック活用地域）

土地利用戦略地域
（既存ストック活用地域）

滝川市の活力を生む
ための

４

本市の中心的な機能
を集積させるための

５ 土地利用戦略地域
（中心市街地）

土地利用戦略地域
（中心市街地）

都市における暮らしを
効率的に行うための

６ 土地利用戦略地域
（コンパクト化誘導地域）

土地利用戦略地域
（コンパクト化誘導地域）
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5.1．市街化に適した地域（市街地）

ア 住環境や商工業の効率性の向上を目指した土地利用の見

直し

住環境や暮らしの利便性を向上させる用途地域等の見直

しを行います。

たとえば低層系の住居の立地がほとんどであるなど地域

の土地利用の現状を踏まえて適正な用途地域の配分を行

います。特に、第1種住居地域から低層系住居地域への

変更を検討し、コンパクト化誘導地域以外の住居系土地

利用の密度を抑える検討をします。

イ 地域づくりの新たな担い手の形成

新たな地域づくりを支える担い手となる多様なコミュニ

ティの形成を図ります。

ウ 大規模な未利用地の有効活用

未だ利用されていない土地の有効活用について検討しま

す。

ア 住環境や商工業の効率性の向上を目指した土地利用の見

直し

住環境や暮らしの利便性を向上させる用途地域等の見直

しを行います。

たとえば低層系の住居の立地がほとんどであるなど地域

の土地利用の現状を踏まえて適正な用途地域の配分を行

います。特に、第1種住居地域から低層系住居地域への

変更を検討し、コンパクト化誘導地域以外の住居系土地

利用の密度を抑える検討をします。

イ 地域づくりの新たな担い手の形成

新たな地域づくりを支える担い手となる多様なコミュニ

ティの形成を図ります。

ウ 大規模な未利用地の有効活用

未だ利用されていない土地の有効活用について検討しま

す。

市街化に適した地域（市街地）市街化に適した地域（市街地）
都市における暮らしを
効率的に行うための

１

●「市街地」は、土地の利用度と都市機能を集約することで、

コミュニティ活性化と利便性の向上を図ります。

●「江部乙・東滝川の市街地」は、田園景観と調和した暮らし

ができるなど特色ある定住を含めた住環境の誘導を図ります。

●「市街地」は、土地の利用度と都市機能を集約することで、

コミュニティ活性化と利便性の向上を図ります。

●「江部乙・東滝川の市街地」は、田園景観と調和した暮らし

ができるなど特色ある定住を含めた住環境の誘導を図ります。

具体の検討事項具体の検討事項

基本的な考え方基本的な考え方

＊具体の検討事項
マスタープラン見直し時、または将来的な課題として適時検討を図る事項



12

5.2．農地を保全する地域（田園地域）

・景観計画区域等の活用検討

農用地における農業関連施設以外の建築や土地の改変が

行われて、優れた農村景観を損なうことのないよう、景

観計画区域の指定をはじめとする誘導策を検討します。

・景観計画区域等の活用検討

農用地における農業関連施設以外の建築や土地の改変が

行われて、優れた農村景観を損なうことのないよう、景

観計画区域の指定をはじめとする誘導策を検討します。

●「田園地域」は、農地や保安林など、滝川の原風景ともいえ

る農村と田園を将来的にも守っていくため、無秩序な市街化を

抑制して、豊かな農村景観の保全を図ります。

●「田園地域」は、農地や保安林など、滝川の原風景ともいえ

る農村と田園を将来的にも守っていくため、無秩序な市街化を

抑制して、豊かな農村景観の保全を図ります。

農地を保全する地域（田園地域）農地を保全する地域（田園地域）
滝川の原点的農村風景
をまもるための

２

基本的な考え方基本的な考え方

具体の検討事項具体の検討事項
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5.3．農村環境に調和した住環境を保全する地域（準田園地域）

農村環境に調和した住環境を保全
する地域（準田園地域）

農村環境に調和した住環境を保全
する地域（準田園地域）

農村景観とともにゆっ
たりと暮らすための

３

ア 特定用途制限地域などによる土地利用の制限

次ページの「既存ストック活用地域」を除き、都市計画

法上の「特定用途制限地域」などにより、現状を踏まえ

た商業・業務・工業施設の立地制限を検討します。

イ 景観計画区域等の活用検討

田園景観に調和した住宅地形成を誘導するため、景観計

画区域の指定をはじめとする誘導策を検討します。

ア 特定用途制限地域などによる土地利用の制限

次ページの「既存ストック活用地域」を除き、都市計画

法上の「特定用途制限地域」などにより、現状を踏まえ

た商業・業務・工業施設の立地制限を検討します。

イ 景観計画区域等の活用検討

田園景観に調和した住宅地形成を誘導するため、景観計

画区域の指定をはじめとする誘導策を検討します。

●「準田園地域」は、農業振興地域白地（無指定）かつ、用途

指定白地（無指定）のダブル白地の地域で、住居及び農業関連

施設を除く土地利用を制限して周囲の農業景観などと調和する

ようゆとりある住宅地への誘導を図ります。

●「準田園地域」は、農業振興地域白地（無指定）かつ、用途

指定白地（無指定）のダブル白地の地域で、住居及び農業関連

施設を除く土地利用を制限して周囲の農業景観などと調和する

ようゆとりある住宅地への誘導を図ります。

基本的な考え方基本的な考え方

具体の検討事項具体の検討事項
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5.4．土地利用戦略地域-1（既存ストック活用地域）

土地利用戦略地域
（既存ストック活用地域）

土地利用戦略地域
（既存ストック活用地域）

滝川市の活力を生む
ための

４

ア 市街地における４車線沿線等

中心市街地の衰退につながらないよう業種・業態に配慮
した上で、沿道に商工業関連施設の立地誘導を検討しま
す。

イ 準田園地域における４車線沿線等

①国道12号（中央工業団地～江部乙）沿線

現状の無秩序な土地利用ではなく、適正な土地利用にす
るため、沿道に商工業関連施設の立地を誘導する土地利
用への見直しを検討します。

②国道12号滝川バイパス（５丁目）沿線

5丁目北側沿線においては、国道１２号バイパスの機能・
中心市街地への影響及び農業サイドとの協議を踏まえ、
沿道サービス型の立地の動向をみながら土地利用見直し
を検討します。

ウ 田園地域における４車線沿線等

国道12号バイパスの機能と中心市街地への影響や農業サ
イドとの協議を踏まえ、沿道サービス型の立地の動向を
みながら土地利用の見直しを検討します。

ア 市街地における４車線沿線等

中心市街地の衰退につながらないよう業種・業態に配慮
した上で、沿道に商工業関連施設の立地誘導を検討しま
す。

イ 準田園地域における４車線沿線等

①国道12号（中央工業団地～江部乙）沿線

現状の無秩序な土地利用ではなく、適正な土地利用にす
るため、沿道に商工業関連施設の立地を誘導する土地利
用への見直しを検討します。

②国道12号滝川バイパス（５丁目）沿線

5丁目北側沿線においては、国道１２号バイパスの機能・
中心市街地への影響及び農業サイドとの協議を踏まえ、
沿道サービス型の立地の動向をみながら土地利用見直し
を検討します。

ウ 田園地域における４車線沿線等

国道12号バイパスの機能と中心市街地への影響や農業サ
イドとの協議を踏まえ、沿道サービス型の立地の動向を
みながら土地利用の見直しを検討します。

●「既存ストック活用地域」は、自動車を利用する市民等の利

便性を高め、４車線道路等（重要な幹線道路）を最大限に生か

した活力と魅力あるまちづくりを進める土地利用への見直しを

図ります。

●「既存ストック活用地域」は、自動車を利用する市民等の利

便性を高め、４車線道路等（重要な幹線道路）を最大限に生か

した活力と魅力あるまちづくりを進める土地利用への見直しを

図ります。

基本的な考え方基本的な考え方

具体の検討事項具体の検討事項
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5.5． 土地利用戦略地域-2（中心市街地）

都市における暮らしを
効率的に行うための

５ 土地利用戦略地域
（中心市街地）

土地利用戦略地域
（中心市街地）

ア 中心市街地の土地利用を多様化

様々な公共公益施設やコミュニティ施設を集積して、都

市機能の充実を図り、コミュニティ活動の活性化や誰も

が歩いて楽しめる地域とします。現在商業地域・近隣商

業地域にありながら、住居系の土地利用主体の地区は、

街なか居住を推進するため、住居系への用途地域への見

直しを検討します。

また準防火地域についても同様に、住居系土地利用で防

火上の課題が少ない地区では消防と協議のうえ当該指定

を解除するなど適正な見直しをすることにより、住宅建

設コストを低減させ、街なか居住につなげます。

イ 新たな商業系土地利用は中心市街地のみ

中心市街地以外の大規模集客施設の立地を制限した上で、

現状の商業系土地利用を踏まえて用途地域の適正な配分

を図ります。

中心市街地以外の商業地域・近隣商業地域で、実際は住

居系土地利用が展開している地区においては、適正な用

途地域の見直しを図ります。

現在、準工業地域において特別用途制限地区（大規模集

客施設立地制限地区）を定めており、新たに準工業地域

を定めるときも同様に対応します。

ア 中心市街地の土地利用を多様化

様々な公共公益施設やコミュニティ施設を集積して、都

市機能の充実を図り、コミュニティ活動の活性化や誰も

が歩いて楽しめる地域とします。現在商業地域・近隣商

業地域にありながら、住居系の土地利用主体の地区は、

街なか居住を推進するため、住居系への用途地域への見

直しを検討します。

また準防火地域についても同様に、住居系土地利用で防

火上の課題が少ない地区では消防と協議のうえ当該指定

を解除するなど適正な見直しをすることにより、住宅建

設コストを低減させ、街なか居住につなげます。

イ 新たな商業系土地利用は中心市街地のみ

中心市街地以外の大規模集客施設の立地を制限した上で、

現状の商業系土地利用を踏まえて用途地域の適正な配分

を図ります。

中心市街地以外の商業地域・近隣商業地域で、実際は住

居系土地利用が展開している地区においては、適正な用

途地域の見直しを図ります。

現在、準工業地域において特別用途制限地区（大規模集

客施設立地制限地区）を定めており、新たに準工業地域

を定めるときも同様に対応します。

●「中心市街地」の土地利用は、平成20年3月に認定された
「滝川市中心市街地活性化基本計画＊」と密接に連携を行いな

がら、賑わい再生を図ります。

●「中心市街地」の土地利用は、平成20年3月に認定された
「滝川市中心市街地活性化基本計画＊」と密接に連携を行いな

がら、賑わい再生を図ります。

＊滝川市中心市街地活性化基本計画：策定主体 滝川市 街なか居住の推進や機能の集積など施策展開により
賑わいを図ります。

基本的な考え方基本的な考え方

具体の検討事項具体の検討事項
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5.6．土地利用戦略地域-3（コンパクト化誘導地域）

都市における暮らしを
効率的に行うための

６ 土地利用戦略地域
（コンパクト化誘導地域）

土地利用戦略地域
（コンパクト化誘導地域）

ア 幹線道路沿線の土地利用密度を高める

幹線道路沿線では、交通の利便性を活かした日常的な小

売・サービス業などを誘導することで近隣の地域住民の

利便性の向上を図るとともに、背後地の住環境の保全に

配慮した用途地域への見直しを図ります。

なお、江部乙地区、東滝川地区においては、既存ス

トック活用地域の幹線道路沿線等へそれぞれの地域ごと

に集約化を図ります。

イ 幹線道路（都市計画道路）の見直し

都市計画決定後30年以上着手していない都市計画道路

のなかで、今後10年以上整備に着手できない路線をは

じめとして、土地利用と一体的な見直しを図ります。

ウ 新たな公共交通の実現

今後の公共交通（バス等）の方向性を土地利用や都市計

画道路との整合性を図った上で定めます。

また、その方向性に基づいた実証実験や実証運行を行い、

利便性の高いバス路線など検討を図った上で、新たな公

共交通の実現を目指します。
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●「コンパクト化誘導地域」では、人口減少に伴う将来の様々

な施設の統廃合や集約化に対応し、自動車・公共交通アクセス

を便利にし、人口密度と土地利用密度を高めることにより、利

便性の確保を図ります。
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